
( 最終年度中間評価 年 )(様式５)終了事業後評価調書   ( 評価年度 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

政策コード 政 策 名事業ｺｰﾄﾞ
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

５．前回評価における指摘事項等１－１．事業実施の背景（施策目標の達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

①指摘事項

②指摘事項へ

の対応
１－２．外部環境の変化及び事業推進上又は完了後に明らかになった問題点

６．事業の内容
①事業概要及び推進状況

２．住民満足度の状況(事業終了後に把握したもの)
一般県民 （時期：受益者 年 月）①満足度を把握した対象

②満足度の把握方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③満足度の状況

②事業費等 単位（千円）

内　訳３．事業目的（どういう状態にしたかったのか） 当初計画事業費 最終事業費

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体

 ②事業の対象者･団体

事業費計

国 庫 補 助 金 ③達成のための手段 財
源
内
訳

県　　　　　債

そ　　の　　他

一 般 財 源

③当初計画及び最終の事業費比較

最終事業費／当初計画事業費　=( )

令和02令和03 令和03 04 26

01 秋田の未来につながるふるさと定着回帰戦略0030601

03 結婚や出産、子育ての希望をかなえる全国トップレベルのサポート放課後児童クラブ等新型コロナウイルス感染症対策関連
事業 その他施策関連事業06

あきた未来創造 次世代・女性活躍支援課 子育て支援班 8601553 六澤　恵理子 工藤　芳子

令和02 令和02

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においても、児童福祉施設等の安全安心な利用や子育て支援
事業の継続的な提供が図られるよう、国の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を活用し、
マスク・消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品の購入等に対して支援する必要がある。

各市町村における新型コロナウイルス感染症への基本的な対策は進んだが、全国においてなおも感染
症の拡大が継続しているほか、変異株も流行し始めるなど、今後なお予断を許さない状況が続いてい
る。

・新型コロナウイルス感染症への対策として、緊急に必要となる感染拡大防止や児童福祉施設等の職員の支援等について

　補助する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　対象事業等：放課後児童健全育成事業、利用者支援事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問

04■ R03□ 　　　　　　　事業、地域子育て支援拠点事業、子育て援助活動支援事業、児童厚生施設　　　　　　　　　　　　　　　

　実績：１５市町村（１０市４町１村）及び児童会館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・新型コロナウイルス感染症対策のためのマスク着用や換気の励行と行った新しい生活様式に対応した環境整備のため必□ □ ■ □
　要となる備品等の整備について補助する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□
　対象事業：放課後児童クラブ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　実績：３市町（２市１町）
児童福祉施設等職員より、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りながら業務を遂行することが
でき、支援について満足しているとの意見をもらっている。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策事業　児童福祉施設等の職員が新型コロナウイルス感染症対策を行いながら継続的に業務が遂行できるよ
       60,385うにするとともに、施設を利用する子どもが新しい生活様式に対応した安全安心な利用ができる環境       103,900

を整備する。 放課後児童クラブ安全安心確保事業
        8,500         1,592

            0            0

市町村等             0             0

            0             0

児童福祉施設等職員、利用児童等       112,400        61,977

       61,977      103,900

            0            0新型コロナウイルス感染症への対応として、緊急に必要となる感染拡大防止や児童福祉施設等の職員
            0への包括的な支援等を行う市町村に対し助成する。             0

            0        8,500

0 . 5 5

1



７．事業の効果及び課題の改善状況
所管課の評価

評価結果
住民満足度の状況 a c b 

【ｂ又はｃの場合の分析】

A有
効
性
の
観
点

B
適用の可否事業の効果 可 不可

a 達成率100％以上 c 達成率80％未満b 達成率80％以上100％未満
８．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み C【ｂ又はｃの場合の理由】

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 全体
指
標
Ⅰ

目標a 評価結果事業の経済性の妥当性 適用の可否 可 不可
a 1.0～ c ～0.8実績b b 0.8～1.0

〔〕〔
A 1.0～

〕＝/効
率
性
の
観
点

②データ等の出典

【評価への適用不可、又はｂ、ｃの場合の理由】
B 0.8～

③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 1.0

指標の種類指標名
C ～0.8

成果指標指標式
業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当
指
標
Ⅱ

B (概ね妥当である)A (妥当性が高い)年度 年度 全体 C (妥当性が低い)年度 年度 年度 年度 年度指　標
目標a

総
合
評
価

実績b

②データ等の出典

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月

◎指標を設定することができなかった場合の効果の把握方法 評価結果の類似事業への反映状況等(対応方針)
①指標を設定することが出来なかった理由

政策評価委員会意見②成果(見込まれる効果)

児童福祉施設等の職員が安全安心に業務を継続的に実施できたほか、施設等におけるクラスターの発

生を防止できた。 ● ○ ○

●

○
● ○

● ○ ○
○

子育て世代包括支援センターの設置数（累計）

●子育て世代包括支援センターの設置数（累計）

○

○ ●

2 6 27 28 29 3 0 0 1 0 2

○ ●         0                       0          0          0          0         13        13

○ ○○         0                       0          0         25         0          8         11

○当初計画時の効果事業終了後の効果ｂ／ａ                                84.6% 192.3%     0%

最終事業費 当初計画事業費次世代・女性活躍支援課調べ

●
各市町村においては、各放課後児童クラブの状況を踏まえながら購入物品の内容を決定し、必要量を

○●○ 0 4
精査しながら新型コロナウイルス感染症対策に当たった。

○
○
○

○ ○
○ ● ○2 6 2 7 2 8 2 9 3 0 0 1 0 2

新型コロナウイルス感染症への感染が全国で拡大する中、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を活用し、放課後         0          0          0          0          0          0          0              

児童クラブ等、児童の育成支援に係る事業を実施する各市町村に対し、マスク・非接触体温計の購入や換気設備の整備等に         0          0          0          0          0                       0          0
要する経費を支援したことにより、施設を利用する子どもが新しい生活様式に対応した安全安心な利用ができる環境を整備

                                              0%ａ／ｂ することができた。

○ ○○
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( )

終了事業事後評価判定点検表

(１)各評価項目の判定基準

１
次

２
次

配
点

判定基準 評価結果観 点 評価項目

住民満足度等を的確に把握しており、満足度もa 2
高い A:有効性は高い

一
(4点)住民満足度等を把握しているが、手法が的確で

住民満足度等の状 b 1
ない又は満足度が高くない

況
B:有効性はある

c 住民満足度等を把握していない 0
（1～3点)

ア有効性
a 2目標値に対する達成率が全て100%以上 C:有効性は低い

二
（0点)

事業目的の達成状 b ａ、ｃ以外の場合 1
況

c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 ２次0 １次

計 4

A:効率性は高い当初計画時と事業終了後の事業効果を比較したa 2 （2点)値（注）が全て1.0以上一 B:効率性はある
（1点)事業の経済性の妥

b ａ、ｃ以外の場合 1 C:効率性は低い当性イ効率性 （0点)

当初計画時と事業終了後の事業効果を比較したc 0 ２次１次値のいずれか一つが0.8未満

計 2

（注）事業経済性の算定式

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお累積の実績値を設定

している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用います。

(２)総合評価の判定基準

総合評価総合評価の区分 判　定　基　準

全ての観点の評価結果が「Ａ」判定の場合Ａ (妥当性が高い)

総合評価結果が「Ａ」又は「Ｃ」以外の場合Ｂ (概ね妥当である)

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (妥当性が低い)

放課後児童クラブ等新型コロナウイルス感染症対策関連事業0 0 3 0 6 0 1

 （様式５－１）

2

2

A4

1

1 B

（事業終了後の効果／最終事業費） ／ （当初計画時の効果／当初計画時事業費）

B

3


